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１．はじめに 

1.1　概要
　鉄道事業で使用するエネルギーのうち約8割が車両
運行によるものであり、車両運行エネルギーの削減は
鉄道事業全体のエネルギー削減に大きく貢献する。そ
のためかなり早い時期から、車両運行エネルギーを減
らす努力がなされてきた。本講演では、鉄道車両分野
のエネルギー利用効率化に向けた試みとして、まずこ
こ20年来で導入されてきた技術を概括する。次に現在
から20年後に向けて鉄道総研が開発中の技術を報告す
る。ハード面では、新エネルギーとしての燃料電池車
両、在来線車両の空気抵抗の低減、高効率な誘導電動
機、蓄電池車載形電車による回生有効活用を、ソフト
面では、エネルギー消費原単位簡易計算ツールや省エ
ネ運転曲線シミュレータとその活用法について紹介す
る。最後に、これら各要素技術によるエネルギー削減
寄与割合の試算について概説する。

1.2　鉄道車両はもともと省エネルギーである
が……

　鉄道が本質的に省エネルギーな理由として、車両の
走行抵抗、特に鉄の車輪とレールを用いていることか
ら転がり抵抗が小さく、その結果エネルギー損失が少
ないという特長がある。例えば質量400トンのほぼ満
員の10両編成通勤電車が速度100km/hまで一旦加速
した場合、平坦な線路でブレーキをかけずに惰行し続
けると、半分の速度である50km/hに達するまでに370
秒を要し、その間に7.4km進むといった実態がある１)。
また、ブレーキ時の電力回生についても、架線を介し
て回生電力を地上の吸収装置や近傍を走る他の電気車
に供給できることから、早い時期から実用化されてい
る。国内でも下り勾配の抑速回生は1920年代に実用化
され、1970年代には大都市圏で広く使われるように
なった。
　このように鉄道はもともと省エネルギーな交通機関
であるが、さらなる省エネルギー化に向けた技術開発
の努力は続ける必要がある。

　理由の１つ目は、エネルギー消費原単位の少ない鉄
道へのモーダルシフトを行うことで交通機関全体の省
エネルギー化が達成できることから、モーダルシフト
先の受皿交通機関として期待されていることである。
　理由の２つ目は、近年、自動車ではハイブリッド化
や電気自動車など、電気駆動や電力回生による主パ
ワートレーンの高効率化によるエネルギー消費原単位
の改善が進んでいることである。自動車が基本技術
で「電車化」しつつあり、電気鉄道のみが保持してい
た技術を採用し、さらには凌駕しようとしている。ま
た例えば小型ジェット旅客機MRJではエンジン改良
と機体系技術により、同等競合機に比べ25％以上の燃
費改善率が得られている２）。より将来的な電気飛行機
の開発も行われ始めている。このような他交通機関に
おける省エネルギー化の流れが促進される中、鉄道車
両においても省エネルギー性優位であり続けるために
は、さらなるエネルギー利用の効率化に資する技術開
発が求められている。

1.3　鉄道車両の省エネルギー技術マップ
　車両運行エネルギーの消費量低減に向けた省エネル
ギー技術マップを図１に示す。駆動用エネルギー低減
の項目として、動力システムの改良、車両の軽量化、
空気抵抗を含む走行抵抗の低減、車載機器の効率向上、
電力回生の効率向上、運転方法の最適化（省エネルギー
運転方法）がある。また、補機用エネルギー低減の項

図１　鉄道車両のエネルギー消費低減マップ
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目として補助機器の効率向上、車内空調や車内照明の
効率向上がある。

２．これまでの約20年間における鉄道車
両の省エネルギー化方策

　1990年前後から2010年前後までに実施されてきた車
両分野のエネルギー利用効率化に向けた技術を概括す
る。

2.1　動力システムの改良
　主回路ではそれまでの抵抗制御やチョッパ制御によ
る直流電動機駆動に代わり、PWMインバータによる
誘導電動機駆動化が進展した。これにより、主抵抗器
での電力損失が大幅に低減した。

2.2　車両の軽量化
　車体ではアルミ合金によるダブルスキン構造の構体
の採用により軽量化が図られた。制御回路では、無接
点化の進展や多重制御伝送の採用により引通し電線数
を大幅に減らす等で軽量化する方策が行われてきた。
例えば駆動制御方式が同じ通勤電車において、同じ線
区を同じ加速度で走行したときに、質量が約２割低減
された編成では力行エネルギーが約１割減った実績が
紹介されている３)。
　鉄道総研においても車載電気機器の軽量化研究とし
て、電磁結合を用いたリアクトルの開発４)など電磁機
器の小型軽量化に取り組んできている。

2.3　走行抵抗の低減
　高速列車を中心に、先頭形状の最適化や車体側面の
表面平滑化がなされてきた。
　鉄道総研においても在来線の切妻型車両の先頭端部
にフィンをつけて整風することで空気抵抗を減らす手
法を開発してきた（図２）。短編成のディーゼル特急
車両の走行試験では、約２割の空気抵抗低減効果が得
られている４)。

2.4　機器の効率向上（＝機器の損失低減）
　インバータに使用されるパワー半導体素子もGTO

（Gate Turn-Off thyristor）からIGBT（Insulated Gate 
Bipolar Transistor）へと変わり、スイッチングの高
周波数化による電流波形改善により、高調波成分によ
る電力損失が約１/ ５から１/15に低減した。
　主変圧器や主電動機などの電磁機器では、薄板電磁

鋼板の使用により渦電流損失などが抑制されて機器効
率の向上が図られた。ごく最近登場してきた主回路の
新技術として、永久磁石を界磁として用いる同期主電
動機が登場し、永久磁石で構成される回転子に電流が
流れないことから誘導電動機よりも高いエネルギー効
率を実現している。また、新たな次世代のパワー半導
体として、SiC（炭化ケイ素）半導体を逆並列ダイオー
ドとして採用したIGBTパワーモジュール（IGBTチッ
プはSi（シリコン））も登場し、車載での試験運用が
実施されている５)。
　鉄道総研においても、永久磁石同期電動機を開発し

（図３）、定置試験結果および走行シミュレーション結
果から、従来の誘導電動機に比べて約10％の走行エネ
ルギー消費削減効果を得た６), ７)。また複数変換器のう
ち軽負荷のものを休止させて効率の高い動作点で残り
の変換器を使用する運転方法８)を開発し、交流電化区
間を走る特急電車の一部で実用化されている。この他、
超電導主変圧器を開発し９), 10)（図４）、現時点では冷
凍機を含めたシステム質量などに一部課題が残っては
いるものの、通常の主変圧器の効率96 ～ 97％に対し
て、効率98％の値を得ている。

図2　切妻先頭短部フィンによる空気抵抗低減

図3　永久磁石同期電動機 図4　超電導主変圧器

切妻先頭短部フィン 

 
図2 切妻先頭短部フィンによる空気抵抗低減 



35

第 25 回鉄道総研講演会� 車両分野のエネルギー利用効率化

2.5　回生電力の有効活用
　交流電動機のインバータ駆動により回生動作がより
確実になった。ベクトル制御化によって回生負荷に見
合った回生絞込み動作が可能となった。また回生ブ
レーキの動作範囲も最高速度から速度ゼロまで拡が
り、全ブレーキエネルギーに対する回生ブレーキエネ
ルギーの分担率の向上が図られた。さらに回生失効防
止をはじめとしたさらなる回生効率向上の対策として
車載および地上設置の蓄電装置の採用が模索されてき
ている。
　鉄道総研においても、速度ゼロまでの電気ブレーキ
技術の開発11)、高速域の電気ブレーキ力増大手法の開
発12), 13)、すべり軸受式車載フライホイール蓄電装置の
開発14)やリチウムイオンバッテリーを用いた車載ハイ
ブリッドシステムの開発15), 16)などを行ってきた。

2.6　運転方法の最適化（省エネルギー運転）
　回生ブレーキを前提としない場合には、最大加速後
なるべく惰行を多く活用して最大ブレーキで停車する
のが最も省エネルギーな運転になることが証明されて
いる。一方、ブレーキ時に回生動作を行う車両の場合、
この部分についての理論的な最適走行はまだ明らかに
なっていない。
　鉄道総研においても非回生形の新幹線電車の省エネ
ルギー運転方法の開発を行い、最大加速後になるべく
惰行した後、最大減速する走行方法が最小エネルギー
走行となることを、理論的な適用解明と新幹線電車を
用いた所内実験で実証した17)。

2.7　補助機器の効率向上
　補機では補助電源の静止インバータ

（SIV）化が行われてきた。導入の主目
的は従来のMG（モータ・ジェネレータ）
方式補助電源を置き換えて保守軽減と信
頼性向上を図ることであるが、付随的に
省エネルギー化が実現できている。

2.8　車内空調、照明の効率向上
　照明ではインバータ蛍光灯化が進展
し、今後LED化などが指向されている。
　空調では、ヒートポンプ空調における
空気圧縮機のツインロータリー化などに
よる高効率化18)などが行われてきた。

３．新しい省エネルギー化ハードウェア
技術

　鉄道総研で現在開発中のハード技術を紹介する。

3.1　動力システムの改良：「燃料電池駆動に
よる非電化区間のエネルギー利用効率
化」

　燃料電池は水素等を燃料として、電気エネルギーと
水を生成するクリーンで高効率な電源として注目され
ている。非電化区間を走行するディーゼル車の置換え
を主対象とし、将来的には電車の代替も視野に入れて、
全く新しい駆動源である燃料電池を適用した鉄道車両
の開発を行っている。
　現在試験中の燃料電池は、35MPa（約350気圧）の
高圧水素タンクからの気体水素を燃料としている（図
５）。出力120kWで負荷時にもパワー 100kWを確保で
きているが鉄道車両駆動用としては最低限の容量であ
り、また燃料電池自体の回生効率の低さが課題である。
これを克服するためリチウムイオンバッテリーとのハ
イブリッド化を行い、電流ハイレート10C（定格の10
倍電流）での使用を前提に最大360kWの駆動パワー
をリチウムイオンバッテリーに持たせた。主にバッテ
リーで走行し、バッテリーのエネルギー減少分を燃料
電池が補う走行を主体としている。
　質量60トンで２両編成の試験車両を用いて所内試験
線で走行試験を行った結果、最高速度45km/h、距離
650mごとの発進停止を繰り返した際の燃費は、水素
１kg当り4.14kmであり、１回の水素充填で約50kmの
距離を走行できた。水素が持つエネルギーに対する、

図5　鉄道車両用の燃料電池

燃料電池
出力：120kW
大きさ：縦、横、高さ、
それぞれ約1.5m
質量：約1.7t

 

高圧水素タンク
最高圧力：35MPa（約350気圧）
タンク：180l×４本
水素搭載：17.2kg
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試験車両で実際に燃料電池から放出されたエネルギー
の比である ｢車両エネルギー効率｣ は70.5％の値とな
り、一般的なディーゼル車に比べて２倍以上の値が得
られている19)。

3.2　走行抵抗の低減：「屋根上および床下機
器形状の変更による空気抵抗の低減」

　在来線車両の屋根上機器のユニットクーラーにフェ
アリングを取付けること、また、床下機器の形状を統
一し配置を変更することによる空気抵抗低減策を提案
した20)。
　屋根上のユニットクーラーは編成内の全車両に搭載
されており、空気抵抗への寄与が大きい。8.4分の１
ミニモデル車両を用いた風洞実験により、端部が切妻
になっているユニットクーラーに、単純な2次元形状

（横から見て上側の角を落とす）フェアリングを施し
て空気抵抗低減効果を測定した。効果の大きな例とし
て、30°のフェアリングを付けて屋根上のユニットクー
ラー２台を連結した場合、中間車１両当りの空気抵抗
係数は約20％低減した（図６）。これは近郊電車の場合、
５％以上の車両運行エネルギー削減効果に相当する値

である。
　床下機器についても同様にミニモデル車両を用いた
風洞実験を行った。機器の形状を統一して２列化し、
台車との隙間をなるべく減らし、かつ２列化できない
機器は大きな１箱として設置したとこころ、中間車１
両当りの空気抵抗係数は約10％低減した。
　車両設計時にこのような屋根上対策または床下対
策、あるいは両方を施すことで、５％以上の車両運行
エネルギー削減が期待される。

3.3　機器の効率向上：「高効率な誘導電動機
の開発」

　誘導電動機は理屈上、同期電動機よりも「すべり」
に相当する分だけ効率が低いはずであるが、現状では
それ以上に効率が低いことが、永久磁石同期電動機を
開発した過程で明らかになった。この原因を追及した
結果、材料の選定21)と構造の改良22)により従来の誘導
電動機の効率向上が可能なことを見出した（図７）。
　材料の選定では、まず固定子巻線の銅線に施す素線
絶縁材をガラス繊維から高耐熱樹脂（ポリイミド）に
して、絶縁層を薄くできた分、銅線断面積を増やすこ

図7　高効率誘導電動機の開発

図6　屋根上のユニットクーラー形状変更による空気抵抗の低減
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とで電気抵抗を下げた。また回転子導体を黄銅から銀
入り銅にすることで定格すべりを小さくした。さらに
鉄心材料として0.5mm厚から0.3mm厚の電磁鋼板に変
えることで鉄損を半分以下に抑えた。
　構造の改良では、回転子内部スロットに空隙を設け
ることで、空間高調波によって回転子かご形巻線に流
れる電流によるジュール損失（高調波二次銅損）を７
割程度に抑えることができる。
　これらの対策によって試作した誘導電動機を従来の
ものと比較定置試験を行った結果、効率が92.7％から
95.3％に上昇する結果が得られた。この結果を用いて
運転条件を考慮した走行シミュレーションでは、従来
の誘導電動機に比べて約８％の走行エネルギー消費削
減効果が期待できる見通しが得られた22)（図７）。

3.4　電力回生の効率向上：「バッテリー搭載
形電車による回生有効活用」

⑴　回生蓄電の効用
　電気車は架線を媒介にして回生ブレーキ時に運動エ
ネルギーを再利用しているが、ブレーキかけ始めに列
車が持つ運動エネルギーの全ては回収できない。これ
は走行抵抗や車載機器で生じる損失、地上電気設備と
車載電機品の制約による回生電力の制限、近傍に回生
電力を消費する他列車が居ない場合に生じる回生失効
などのためである。
　これらの対策として、地上または車載の蓄電装置（フ
ライホイール、キャパシタ、バッテリー）の併用は有
効な手法である。回生失効の発生を抑え、エネルギー
回収量増大によるエネルギー消費量削減が可能になる
だけでなく、機械ブレーキ保守の軽減、架線電圧の低
下防止、変電所ピーク電力の抑制などの利点が得られ
る。

⑵　車載蓄電の効用
　地上蓄電ではできなくて、車載蓄電でのみ可能にな
る効用として、パンタグラフ離線時の補助電源確保、
架線停電時の自力移動、非電化区間の無架線走行（に
よる景観向上や架線の省メンテナンス化）、非電化線
と電化線の直通運用（による旅客利便性の向上）など
が挙げられる。
　特に、さらに回生効率を上げようとする場合は、車
載インバータ容量を上げる必要があり、回生失効の発
生が無い場合でも現在のき電系を前提とする限りは架
線との間で授受できない電力が発生する。この授受で
きない電力を車載の蓄電装置に持たせることで、通常
の電気車では高速になるほど低下する電気的トルクの

低下を抑制できる。その結果、高速域での加速度を現
行よりも上げられ、走行抵抗に打ち勝って最高速に達
する時間が短縮されることで力行エネルギー量を削減
できる。また高速域からブレーキをかけた際の運動エ
ネルギー回収量をさらに高めることができる。
　この考え方を発展させると、エネルギー消費量を現
行と同程度としつつ性能向上する用途に使えることが
分かる。例えば高速域で減速加速を繰返す振り子電車
の省エネルギー化と加速時分短縮への適用、あるいは
現在と同程度のエネルギー消費量で走行時分を１割短
縮するなどへの適用である23）。これは現行の走り方で
エネルギー消費量を削減することと理屈上は同じであ
り、広い意味でのエネルギー消費削減である。このよ
うに、車載蓄電には新たな使い方の可能性がまだ残さ
れている。

⑶　�バッテリー搭載形試験電車による営業線での走
行試験

　このような視点に基づき、バッテリー搭載形電車
「Hi-tram（ハイ！トラム）」を開発した。搭載したリ
チウムイオンバッテリーのエネルギー容量は72kWh

（≒260MJ）である。また、架線と授受する電力を既
存車以下に抑えつつ、既存車よりも高い加速度を持た
せて走行することができる。つまり架線電圧低下を起
こさずに加速度を上げることができる。実測したHi-
tramの加速度は、速度ゼロから速度60km/hまで17秒、
ゼロから最高速度80km/hまで40秒であった。
　札幌市内軌道線にHi-tramを持ち込み、架線と車
載バッテリーのハイブリッド走行を行った。バッテ
リー搭載が無かった場合と比べて回生効率を5.7％か
ら34.1％に向上させ、10％以上のエネルギー消費量削
減を実現した24) （図８）。なお、回生効率はバッテリー
走行時の航続距離に直接的に影響するため、走行方法
が同じ場合にはこの数値が高いほど省エネルギーとな
る。
　一方、走行方法が変わると回生効率だけでは省エネ
ルギー性は議論できなくなる。例えばHi-tramによる
実測結果として、札幌市内軌道線では最高速度40km/
h、全停留場停車の走行で、回生電力量を力行電力量
で除した回生効率41％、１充電走行距離25.8km、エ
ネルギー消費原単位1.62kWh/(km・車)の値を得た。
またJR予讃線での走行では、最高速度80km/h、各駅
停車パターンの走行時に回生効率24％、１充電走行距
離49.1km、エネルギー消費原単位1.18kWh/(km・車)
の結果を得た。このことから、鉄道線では軌道線に比
べて発進停止が少なく高速で走行することから、ブ
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レーキ動作割合が減って回生効率の値は低下するもの
の、エネルギー消費原単位は低く抑えられ、省エネル
ギーな走行となっていることが分かる25)。

４．新しい省エネルギー化ソフトウェア
技術

　運転方法の最適化による効果は大きく、同じ車種で
も運転の仕方次第で消費エネルギーが大幅に変わって
くる。ここではエネルギー消費最小化に向けた運転方
法を示唆できる支援ツールを紹介し、その具体的な活
用例を示す。

4.1　運転方法の最適化：エネルギー消費原単
位簡易計算ツールとその活用例

⑴　簡易計算の考え方
　2006年に施行された改正省エネ法では、車両のエネ
ルギー消費量を評価する尺度として、１車両、１km
当りのエネルギー消費量を「エネルギー消費原単位」
として用いることになっている。省エネ化計画策定の
際に、走行シミュレーションを行わなくても簡易にエ

ネルギー消費原単位を計算できるツールがあると便利
である。
　開発したエネルギー消費原単位簡易計算ツール26)

は、走行距離、走行時間、停車駅数、編成両数など約
10個のデータ入力で瞬時にエネルギー消費原単位、総
消費量および内訳が計算される。これは、多くの実測
データに基づく回帰式を利用しているためで、平均速
度が分かれば到達高速度とブレーキ初速度、さらに走
行抵抗損失、機器損失、非回生ブレーキ損失が求まり、
総消費量は各損失の和で計算される。

 ⑵　簡易計算ツールの活用例
　図９は各種電車のエネルギー消費原単位の簡易計算
ツールを用いた計算結果と実車走行における測定結果
を比較したものである。結果は概ね一致しており、最
も誤差の大きいものでも７％以内である。通勤電車で
は抵抗制御からインバータ化されたことで、主に電力
回生によってエネルギー消費を削減してきたこと、さ
らなる省エネルギー化には機器の効率向上が重要であ
ることが分かる。また特急運用は抵抗制御でも省エネ
ルギーであり、さらなるエネルギー消費削減には走行
抵抗の低減が重要であることが分かる。
　図10は運用と主回路の違いによるエネルギー消費を
示したものである。異なる車種が混在する線区で、１）
抵抗制御車を各駅停車に、インバータ車を急行用に使
用した場合と、２）抵抗制御車を急行に、インバータ
車を各駅停車に使用した場合、とでトータルのエネル
ギー消費原単位を比較すると、後者が約２割省エネル
ギーになることが分かる。運用を変えるとエネルギー
消費量がどう変わるかが分かるため、鉄道事業者にお
ける省エネ計画策定に役立つであろう。

図8　�架線・バッテリーハイブリッド走行による省エ
ネルギー化

図9　エネルギー消費原単位の簡易計算結果と実測との比較
図10　�運用と主回路の違いによるエネル

ギー消費量比較
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4.2　省エネ運転曲線シミュレータの
開発と活用例

　現在、電力回生や車載蓄電を伴う車両をも
対象とした、最小エネルギーで走行する運転
曲線を自動生成する省エネ運転曲線シミュ
レータを開発中である。与えられた運転時分
内での運転方法の違いによってエネルギー消
費を低減できる様子を図11に示す。速度制限
にかからないように２箇所で惰行する際に、
ブレーキ直前まで長く惰行する場合の方が約
１割省エネルギーになることが分かる。これ
以外に、惰行時間に制約が課されて運転時分
が２％伸びるがエネルギー消費量が10％以上
低減できる例27)、定速運転よりものこぎり運
転の方が省エネルギーとなる例28)、運転曲線
が同じディーゼル車でハイブリッド化するだ
けで１割以上のエネルギー削減効果が得られ
る例など、いくつかのパターンが明らかに
なっている。
　運転方法や車種などを加味した、最小エネ
ルギー消費量となる走行方法を提示していく
予定である。

５．車両の新技術による運行エネ
ルギー削減への寄与

　これまで述べた各省エネルギー化新技術による車両
運行エネルギー削減への寄与を図12に示す。これらの
省エネルギー化新技術を、用途や線区に応じて組合せ
選択することで、2010年時点で実用化されている最新
技術を基準として、2030年時点においてマイナス15
～ 20%の車両運行エネルギー削減を目標値として設
定している。

６．おわりに
　以上、車両運行エネルギーの低減手法について述べ
てきた。省エネルギー技術マップの項目自体は昔から
ほとんど変わっておらず、今後も各項目におけるエネ
ルギー削減策を追及していくことが求められる。一方
で各項目がエネルギー使用全体に占める割合は、技術
開発の成果が反映されることで変化していく。その時
代ごとにエネルギー使用割合の高い項目を中心に低減
対策を行っていく、その努力の積み重ねが重要であ
る。東日本大震災後は省エネルギー化への機運が盛り

上がっているが、一過性のものとしてではなく継続的
に努力を続け、実効性のある成果を出していきたい。
　なお、高効率誘導電動機の開発、燃料電池車両の開
発の一部は国土交通省の補助金により実施した。ま
た、架線・バッテリーハイブリッド電車の開発の一部
はNEDOの委託により実施した。
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